
注記事項
【一般勘定】
貸借対照表関係
１ 運営費交付金から充当されるべき退職手当の見積額

29¶392¶997¶707円
\ 退職給付債務及びその内訳 （単位：円）

平成21事業年度末

\ 退職給付債務 � 40¶314¶218¶106

] 年金資産 10¶921¶220¶399

^ 未積立退職給付債務\＋] � 29¶392¶997¶707

_ 会計基準変更時差異の未処理額 0

` 未認識数理計算上の差異 0

a 未認識過去勤務債務（債務の減額） 0

b 貸借対照表計上額純額^＋_＋`＋a � 29¶392¶997¶707

c 前払年金費用 0

d 退職給付引当金b`c � 29¶392¶997¶707

] 退職給付費用の内訳 （単位：円）

平成21事業年度

\ 勤務費用 1¶978¶241¶979

] 利息費用 528¶758¶550

^ 期待運用収益 0

_ 過去勤務債務の費用処理額 0

` 数理計算上の差異の費用処理額 � 1¶091¶000¶734

a その他（厚生年金基金加入者掛金） � 318¶069¶654

^ 退職給付債務などの計算基礎

平成21事業年度

\ 割引率 退職年金 2•0％
] 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準
^ 数理計算上の差異の処理年数 １年
_ その他（会計基準変更時差異の処理年数） １年

２ 運営費交付金から充当されるべき賞与の見積額
765¶372¶511円

３ 固定資産減損関係
\ 減損を認識した固定資産
ア 減損を認識した固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要
以下の資産について減損を認識しております。 （単位：円）

資 産 名 称 用 途 場 所 種 類 減損前
帳簿価額

当期損益外
減損損失額

当期末損益外
減損損失累計額

旧八王子国際セン
ター

研修員
宿泊施
設

東京都
八王子市

土地 311¶297¶635 166¶085¶635 377¶164¶000

箱根研修所 研修所 神奈川県
足柄下郡

建物 592¶396¶573 396¶997¶324 396¶997¶324

構築物 32¶546¶021 21¶810¶867 21¶810¶867

土地 100¶500¶000 63¶603¶903 63¶603¶903

石打保養所 保養所 新潟県
南魚沼市

建物 24¶326¶726 20¶854¶482 20¶854¶482

土地 286¶000 73¶149 73¶149

勝浦保養所 保養所 千葉県
勝浦市

建物 5¶621¶849 ` `

土地 4¶472¶000 ` `

旧タイ事務所 事務所 タイ
バンコク

建物 78¶409¶116 ` `

構築物 4¶433¶610 ` `

土地 183¶294¶939 ` `
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８ 行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法
政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率
10年利付国債の平成22年３月末利回りを参考に1•395％で計算しております。

９ リース取引の処理方法
リース料総額が３百万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方
法に準じた会計処理によっております。
リース料総額が３百万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る
方法に準じた会計処理によっております。

10 消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっております。

11 重要な会計方針の変更
「退職給付に係る会計基準」の一部改正（その３）」（企業会計基準第19号 平成20年７月31日）
を適用しております。なお、本会計基準の適用による割引率の変更及び損益への影響はありません。

12 追加情報
当事業年度より、独立行政法人会計基準（「独立行政法人会計基準の改訂について」（独立行政法人
会計基準研究会、財政制度等審議会 財政制度分科会 法制・公会計部会 平成22年３月30日）及
び「「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」に関するＱ＆Ａ」（総務省行政管理
局、財務省主計局、日本公認会計士協会 平成22年４月））を適用しております。
\ 金融商品の時価等の開示に関する注記
上記改訂に伴い、当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 平成20

年３月10日）及び「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号
平成20年３月10日）を適用しております。

] 賃貸等不動産の時価等の開示に関する注記
上記改訂に伴い、当事業年度より、「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準（企業会計
基準第20号 平成20年11月28日）及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指
針」（企業会計基準適用指針第23号 平成20年11月28日）を適用しております。
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